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長与町公共下水道排水設備工事

指定工事店指定（更新）申請書類









長与町水道局下水道課



長与町公共下水道排水設備工事指定工事店の指定（更新）について
　
１　指定工事店の資格要件
　(1) 常時雇用している責任技術者（以下「専属責任技術者」という。）が、１人以上いること（代表者が責任技術者である場合は、専属責任技術者の数に含む。）。
　(2) 下水道排水設備工事の施工に必要な設備及び器材を有していること。
　(3) 長崎県内に営業所を有していること。
　(4) 次のいずれにも該当しないこと。
　　ア　工事業者（法人にあっては、その代表者）が、破産手続開始の決定を受けて復権を得ていない場合
　　イ　工事業者（法人にあっては、その代表者）が、責任技術者としての資格を喪失してから２年を経過していない場合
　　ウ　工事業者が、その業務に関し、不正又は不誠実な行為をするおそれがあると認めるに足りる相当の理由がある場合
　　エ　工事業者が、精神の機能の障害により排水設備等の新設等の工事の事業を適正に営むに当たって必要な認知、判断及び意思疎通を適切に行うことができない場合
　　オ　法人であって、その役員のうちにアからエまでのいずれかに該当する者がいる場合
　　カ　指定工事店が、指定を取り消されてから２年を経過していない場合
　(5) 長与町水道指定給水装置工事事業者であること。
　
２　指定（更新）申請書類
　長与町下水道排水設備工事指定工事店指定申請書（様式第１号）
　＜添付書類＞
　(1) 申請者（法人の場合は代表者）が、破産手続開始の決定を受けて復権を得ていないものでないことを証する書類（身元証明書）
　(2) 申請者（法人の場合は代表者）の住民票の写し又は外国人登録済証明書
　(3) 法人の場合は、役員が上記指定工事店の資格要件(4)アからエに該当しない者であることの誓約書（様式第２号）、登記簿謄本及び定款の写し
　(4) 営業所（倉庫を含む。）の平面図及び写真並びに位置図（様式第３号）
　(5) 専属責任技術者名簿（様式第４号）
　　（添付書類）
　　①　責任技術者証の写し
　　②　常時雇用していることを確認できる書類
　(6) 設備及び器材調書（様式第５号）
　(7) 営業所で申請する場合は、本社の委任状（様式第５号の２）
　(8) 前年度の市町村税の納税証明書
　(9) 長与町水道指定給水装置工事事業者証の写し
　
　※　以下の様式は、必要に応じて届出を行うこと（特に③の変更届（様式第９号））。
　　①　長与町下水道排水設備工事指定工事店証再交付願（様式第７号）
　　②　長与町排水設備工事指定工事店辞退届（様式第８号）
　　③　長与町下水道排水設備工事指定工事店変更届（様式第９号）
　
３　指定（更新）手数料
　(1) 指定工事店新規指定手数料　１件につき１０，０００円
　(2) 指定工事店指定更新手数料　１件につき　５，０００円
長与町公共下水道排水設備工事指定工事店の指定（更新）申請に係るチェックリスト
　
	No.
	チェック項目
	☑

	１
	（様式第１号）申請書の年月日以外（年月日は不備等確認後記入するため空白）の項目は記入されているか
（商号・代表者氏名・押印・郵便番号・営業所の所在地・電話番号）
	□

	２
	（添付書類）代表者の身元証明書（原本）は添付されているか
	□

	３
	（添付書類）代表者の住民票の写し又は外国人登録証明書は添付されているか
	□

	４
	（様式第２号）誓約書の項目は記入されているか【法人の場合】
（商号・住所又は所在地・代表者氏名・押印）
	□

	５
	（添付書類）登記簿謄本（原本）は添付されているか【法人の場合】
	□

	６
	（添付書類）定款（原本証明（要押印））は添付されているか【法人の場合】
	□

	７
	（様式第３号）営業所（倉庫を含む。）の平面図は寸法、面積等が記入されているか、写真は添付されているか（看板、外観、内部等）、位置図はゼンリン等を利用して記入されているか
	□

	８
	（様式第４号）専属責任技術者名簿の項目は記入されているか
（工事業者名（商号）・代表者氏名・押印・郵便番号・営業所の所在地・電話番号、専属責任技術者氏名・住所・登録番号）
（添付書類）責任技術者証の写し及び常時雇用していることを確認できる書類は添付されているか（記入の相違はないか）
	□

	９
	（様式第５号）設備及び機材調書の項目は記入されているか（種別・名称で分類）、写真は添付されているか（可能な限り分類）
	□

	10
	（様式第１２号）委任状の項目は記入されているか【営業所で申請する場合】
（委任者（本店）住所・氏名・押印、受任者（営業所）住所・氏名・押印）
	□

	11
	（添付書類）営業所が所在する前年度の市町村税の納税証明書（原本）は添付されているか
	□

	12
	（添付書類）長与町水道指定給水装置工事事業者証の写しは添付されているか
	□




様式第1号(第4条関係)
	
令和　　年　　月　　日　


長与町下水道排水設備工事指定工事店指定申請書


　　長与町長　　　　様

　下記のとおり、長与町下水道排水設備指定工事店の指定を受けたいので、長与町公共下水道排水設備工事の指定工事店に関する規則第4条の規定により、関係書類を添えて申請します。

記

	申請者
	ふりがな
	　

	
	商号
	　

	
	ふりがな
	　
	印
	　

	
	代表者氏名
	　
	
	

	
	ふりがな
	　

	
	営業所の所在地
	〒□□□－□□□□


電話番号　　　　　(　　　　)－(　　　　　)　


※法人の場合は代表者印
　(添付書類)
　1　申請者(法人の場合は代表者)が、破産手続開始の決定を受けて復権を得ていないものでないことを証する書類(身元証明書)
　2　申請者(法人の場合は代表者)の住民票の写し
　3　法人の場合は、役員が「規則第3条第1項第4号アからエまで」に該当しない者であることの誓約書(様式第2号)、登記簿謄本及び定款の写し
　4　営業所の平面図及び写真並びに位置図(様式第3号)
　5　専属責任技術者名簿(様式第4号)
　6　設備及び器材調書(様式第5号)
　7　営業所で申請する場合は、本社の委任状(様式第5号の2)
　8　前年度の市町村税の納税証明書
　9　長与町水道指定給水装置工事事業者証の写し


様式第2号(第4条関係)
	

誓約書


　当社の役員は、長与町公共下水道排水設備工事の指定工事店に関する規則第3条第1項第4号アからエまでに該当しない者であることを誓約します。


　　　　令和　　年　　　月　　　日



申請者　　商号　　　　　　　　　　　　　　　　
住所又は所在地　　　　　　　　　　　　　　　　
代表者氏名　　　　　　　　　　　　印　　　





　長与町長　様

	長与町公共下水道設備工事の指定工事店に関する規則
第3条第1項第4号
　ア　工事業者（法人にあっては、その代表者）が破産手続開始の決定を受けて復権を得ていない場合
　イ　工事業者(法人にあっては、その代表者)が、責任技術者としての資格を喪失してから2年を経過していない場合
　ウ　工事業者が、その業務に関し、不正又は不誠実な行為をするおそれがあると認めるに足りる相当の理由がある場合
　エ　工事業者が、精神の機能の障害により排水設備等の新設等の工事の事業を適正に営むに当たって必要な認知、判断及び意思疎通を適切に行うことができない場合
　オ　法人であって、その役員のうちにアからエまでのいずれかに該当する者がいる場合




様式第3号(第4条関係)
	営業所の平面図及び写真並びに位置図

	平面図
	
(面積　　　　m2)

	位置図
	
(　　　バス停下車・徒歩約　　分)


　(注)
　　1　営業所の写真は、外部及び内部の状態が分かるものを数枚、添付すること。
　　2　平面図は、間口及び奥行きの寸法等を記入すること。
　　3　位置図は、最寄りのバス停等から主な目標を入れて分かり易く記入すること。



	倉庫の平面図及び写真並びに位置図

	平面図
	
(面積　　　　m2)

	位置図
	
(　　　バス停下車・徒歩約　　分)




様式第4号(第4条関係)
	
令和　　年　　月　　日　　

専属責任技術者名簿

　　長与町長　　　　様

工事業者名(商号)　　　　　　　　　　　
代表者氏名　　　　　　　　　　印　　
〒□□□－□□□□　　　　　　　　　
営業所の所在地　　　　　　　　　　　
電話番号　　　(　　)－　　　　　　　

	ふりがな
専属責任技術者氏名
	住所
	登録番号
	摘要

	　
	〒□□□－□□□□
	第　　　号
	　

	　
	
	
	

	　
	〒□□□－□□□□
	第　　　号
	　

	　
	
	
	

	　
	〒□□□－□□□□
	第　　　号
	　

	　
	
	
	

	　
	〒□□□－□□□□
	第　　　号
	　

	　
	
	
	

	　
	〒□□□－□□□□
	第　　　号
	　

	　
	
	
	

	　
	〒□□□－□□□□
	第　　　号
	　

	　
	
	
	

	　
	〒□□□－□□□□
	第　　　号
	　

	　
	
	
	


　(添付書類)
　　1　責任技術者証の写し。
　　2　常時雇用していることを確認できる、次のいずれか一つの写し。
　　 ①　組合健康保険、政府管掌健康保険被保険者証(雇用関係を証明できない国民健康保険証は除く)
　　 ②　雇用保険被保険者資格取得確認通知書及び保険料領収書の写し。
　　 ③　従業員全員の賃金台帳、又は源泉徴収簿及び所得税納付額領収書の写し。


様式第5号(第4条関係)
	設備及び器材調書
令和　　年　　月　　日現在　　

	種別
	名称
	数量
	備考

	　
	　
	　
	　

	　
	　
	　
	　

	　
	　
	　
	　

	　
	　
	　
	　

	　
	　
	　
	　

	　
	　
	　
	　

	　
	　
	　
	　

	　
	　
	　
	　

	　
	　
	　
	　

	　
	　
	　
	　

	　
	　
	　
	　

	　
	　
	　
	　

	　
	　
	　
	　

	　
	　
	　
	　

	　
	　
	　
	　

	　
	　
	　
	　

	　
	　
	　
	　

	　
	　
	　
	　

	　
	　
	　
	　

	　
	　
	　
	　

	　
	　
	　
	　

	　
	　
	　
	　

	　
	　
	　
	　

	　
	　
	　
	　

	　
	　
	　
	　

	　
	　
	　
	　

	　
	　
	　
	　


　(注)
　　1　種別の欄には、「管の切断用の機械器具」・「測量用の器具」・「掘削用の機械器具」・「埋戻し用の機械器具」の別を記入すること。
　　2　名称の欄には、金切り鋸等の「管の切断用の機械器具」、レベル、テープ等の「測量用の器具」、スコップ、つるはし等の「掘削用の機械器具」、タンパ等の「埋戻し用の機械器具」その他これらと同等以上の機能を有するものを記入すること。
様式第5号の2(第4条関係)
	
令和　　年　　月　　日　　



委任状





　　長与町長　　　　様





委任者　住所　　　　　　　　　　　　　

氏名　　　　　　　　　　印　　





受任者　住所　　　　　　　　　　　　　

氏名　　　　　　　　　　印　　





　　今般、上記受任者を代理人として、次の権限の一切を委任します。



長与町公共下水道排水設備工事指定工事店に関する一切の権限




様式第7号(第6条関係)
	
令和　　年　　月　　日　　


	長与町下水道排水設備工事
指定工事店証再交付願

	

　　長与町長　　　　様


　下記のとおり、下水道排水設備工事に係る指定工事店証の再交付を受けたいので、長与町公共下水道設備工事の指定工事店に関する規則第6条第2項の規定により申請します。


記



	申請者
	指定番号
	長与町指定　第　　　　号

	
	ふりがな
	　

	
	指定工事店名
(商号)
	　

	
	ふりがな
	　
	印
	　

	
	代表者氏名
	　
	
	

	
	営業所の所在地
	郵便番号□□□－□□□□
電話番号　　　(　)－(　　　)　

	理由及び経過説明
	　

	
	　

	
	　

	
	　

	
	　

	
	　

	
	　

	
	　


※法人の場合は代表者印
　(添付書類)
　　長与町下水道排水設備指定工事店証(損傷した場合)
様式第8号(第10条関係)
	
令和　　年　　月　　日　　

	長与町排水設備工事
指定工事店辞退届

	

　　長与町長　　　　様


　下記のとおり、下水道排水設備工事に係る指定工事店としての営業を廃止(休止)又は指定工事店の資格要件を欠くに至ったので、長与町公共下水道排水設備工事の指定工事店に関する規則第10条第1項の規定により届けます。


記


	届出者
	指定番号
	長与町指定　第　　　　号

	
	ふりがな
	　

	
	指定工事店名
(商号)
	　

	
	ふりがな
	　
	印
	　

	
	代表者氏名
	　
	
	

	
	営業所の所在地
	郵便番号□□□－□□□□
電話番号　　　　(　　　)－(　　　　)　

	廃止(休止)の理由
	　

	規則第3条の資格要件を欠いた条項
	　　　第3条第　　項第　　号

	廃止(休止)又は資格要件を欠くに至った年月日
	年　　月　　日


※法人の場合は代表者印
　(添付書類)
　　長与町下水道排水設備指定工事店証







様式第9号(第10条関係)
	
令和　　年　　月　　日　　

	長与町下水道排水設備工事
指定工事店変更届

	
　　長与町長　　　　様

指定番号　長与町指定　第　　　号　　
指定工事店名(商号)　　　　　　　　　
代表者氏名　　　　　　　　　　印　　

　下記の事項を変更しましたので、長与町公共下水道排水設備工事の指定工事店に関する規則第10条第2項の規定により届けます。

記


	変更事項
	変更後
	変更前

	□組織の変更
	　
	　

	□法人の役員の変更
	　
	　

	□代表者の変更
	　
	　

	□会社名の変更
	　
	　

	□営業所の移転
	　
	　

	□
	専属責任技術者(　　　　)の住所等の変更
	　
	　

	□住居表示、電話番号の変更
	　
	　

	□専属責任技術者の異動

	異動後の専属責任技術者
	異動前の専属責任技術者

	氏名
	生年月日
	登録番号
	氏名
	生年月日
	登録番号

	　
	　
	第　　　号
	　
	　
	第　　　号

	　
	　
	第　　　号
	　
	　
	第　　　号

	　
	　
	第　　　号
	　
	　
	第　　　号


　(添付書類)
　　1　法人で登記上の変更がある場合は、登記簿の謄本
　　2　法人で役員が新たに追加された場合は、誓約書(様式第2号)
　　3　代表者の変更の場合は、新代表者の身元証明書
　　4　変更届によって、指定工事店証の記載内容に変更が生じる場合は指定工事店証
　　5　営業所在地の変更の場合は、営業所の平面図及び写真並びに位置図(様式第3号)
　　6　専属責任技術者の住所変更の場合は、変更の事実を確認できる書類(住民票等)
　　7　専属責任技術者(異動後)の責任技術者証の写し。
